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第12期東京都生涯学習審議会
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１ 開会

２ 議事
各委員からの「検討枠組み」を受けた提案

(1) 横田 美保 委員
(2) 松山 亜紀 委員

３ 今後の予定

第７回全体会 次第
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横田委員からの報告

「都立学校（高校）と連携・協働した

青少年の育成と持続可能な社会づくり」
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「都立学校（高校）と連携・協働した
青少年の育成と持続可能な社会づくり」

令和４年7月21日

第12期東京都生涯学習審議会

特定非営利活動法人持続可能な開発のための教育推進会議 (ESD-J)
横田 美保



ESDは、「持続可能な開発のための教育」
（Education for Sustainable Development）
ESD-Jは、人材育成、政策提言、国際連携事業などを通じて、
『持続可能な社会』をつくるために行動する「人」を育てる
活動をしています

ESDの推進は、
SDGsの17目標全ての
達成の「鍵」
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ESD-Jの沿革
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• 自尊感情が低い
• 「自分たちが社会を変えられる」という認識が低い

日本のユースの課題
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高校生の社会参加に関する意識調査報告書 －日本・米国・中国・韓国の比較－
出典︓ 国立青少年教育振興機構 (2021)
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• 高校は小・中学校と比較して校区が広く、地域（人、企業、NPO
など）との繋がりが薄い。地域のことを知らない。帰属意識、愛着が
弱い傾向

• 校種（小中高大）間、他地域、他県の学校との交流・連携が少
ない

• 盲・ろう・特別支援学校は特に地域との接点、対話の機会が少な
い、地域社会の理解の醸成が課題

課 題

➢学びが学校内にとどまる傾向 / 学びが実社会の現状や実践と結び
つきづらい

➢教員（教える側）－生徒（学び側）という2極構造になりがち
➢公的な事柄より私的な事柄に関心が高い



公的な事柄よりも私的な事柄に関心の高い日本の若者の特徴

■日本の若者特有の現象
• 学校行事、部活、生徒

会活動には積極的
• しかし自治活動には興

味がない
• 趣味や私的事柄に偏る
• 学校外への社会参加、

公的な活動をあまりしな
い

■日本の若者の特徴
• 社会参加志向ではなく

自分本位

自治的
生徒会
活動

公私

学校外

学校内

学校
行事

部活
クラブ

生徒会
活動

アル
バイト

趣味
エン
ター
テイメ
ント

寄付
募金

環境
自然
保護

動物
愛護

政策に対
する意見
表明

高校生の社会参加に関する意識調査. 国立青少年教育振興機構 (2021)



8

課 題

➢学ぶことの意義や楽しみが認識されにくい
➢生き方、キャリア選択を狭義で考えがち→生きづらさ、将来への不安

• 勉強の目的が大学受験・進学

➢概念の理解にとどまりやすい
➢授業への反映方法が分からない
➢教員の負担増と捉えられやすい
➢学びが日常、生活と乖離しがち

• 新学習指導要領「持続可能な社会の創り手」の育成
• サステナビリティ、ESD/SDGs
• 「地域に開かれた教育課程」、「主体的・対話的で深い学び」
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これらの課題の解決のための方策

課題解決のためのアクション・活動

高校

地域（学校の校区）

課題・魅力の発見

交流
学び合い

ネットワーク

校区外の地域、外国

企業、自治体、NPO/NGO
社会教育施設、識者、退職した教員等

学生（小中高大）、園児

提案・提言（学校、自治体、政府に対して）

発表・共有・意見交換する機会

• 自分の高校以外の活動の
場、活躍の機会を創出

• 物理的な距離を超え（オン
ライン）同じ興味・関心を
持つ人と交流・活動する

• 世代、属性、考え方の多様
性に触れ、対話する

PDCA

変化を起こす
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• インターンシップ・ボランティア
• 有志の目的別の活動グループ

実施方策

• 学校の授業（総合学習、その他教科との関連）
• 部活動
• キャリア教育

◆校内活動

◆校外活動

【課 題】
➢ 時間数の制約、単位互換の課題、学校外の活動の評価制度
➢ 教員が転任しても継続できる仕組みづくり︓地域で活動するNPO/人材

と学校が繋がる、学校方針、カリキュラム化することで、教員が替わっても
活動が継続（例︓金沢の棚田の実習が学校の伝統になる）

※学校の授業を契機に取り組みを始め、活動を継続したい生徒は、
学校外の活動にも参加することで活動を深める
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学校中心の活動の実施方策案

◆ モデル校
1．ユネスコスクールを中心
➢他校との連携や学び合いに積極的なユネスコスクールを中心に進める
➢地域の特色を活かした活動、区の課題の検討︓同じ方向性で活動

したいユネスコスクール、あるいは学校同士が結びつくと、うまく連携でき
るのではないか

2．中高一貫校をモデル校とする
➢継続的な効果が創出しやすい

3．多くの生徒が就職するなど、進学校でない学校をモデルにする
➢生徒が、地域との関わりの中で様々なキャリア、生き方に触れる機会

とすることで、進路の選択に活かせる
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東京都のユネスコスクール登録校
幼稚園 1
小学校 55
中学校 26

義務教育学校 1
高等学校 8

中高一貫校 17
大 学 2
その他 8

キャンディデート 20
合計（校） 138

◆ 日本の加盟校︓1,120校
（2019年11月現在）
※近日更新予定

◆ 世界の加盟校︓182か国、
約11,500校
（2019年11月現在）
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◆ NGO/地元企業/地域が教員・生徒をサポートする形で学
校に関わる
➢可能な場合、学校施設を間借りする形で活動を実施する
→そこを拠点として活動が実施

◆ 各地にあるユネスコスクール協会を中心に学校と繋がる
➢ユネスコスクール協会は学校と連携していきたいという意向がある

（例）新宿区（消費生活） 、港区（多文化共生）、杉並
区（地域おこし）、目黒区（地域おこし）などのユネスコスクー
ル協会は特定分野に力を入れており、そのテーマに関心のある学
校とのマッチングが可能ではないか

学校中心の活動の実施方策案

※全国には約270のユネスコ協会・クラブがあり、非政府組織(NGO)として、国
際平和と人類共通の福祉の実現を目指し、国内外で草の根活動を行っています。
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� お祭り、イベント
➢地域の活性化に繋がる商品開発、特産物づくり
➢生徒の主体性、独創性を尊重したプロジェクト
➢高校のある地域、環境を活かしたプロジェクト、高校の特色を活

かした活動の実施
→高校で実施する意義、高校の魅力化に繋がる

ユース（高校生）が中心となって地域を巻き込む活動例

ポイント

➢小中学校の生徒達も加われるイベント・プロジェクト、校種間の交流
➢世代間交流、若い人と関わることで地域・社会が活性化される
➢学びのために地域を活用するという視点ではなく、地域の人たちが高

校と関わることで相互に学び合う、双方がメリットを感じる必要があ
る。
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実践事例 静岡県立浜松城北工業高等学校「地球にやさしいエンジニア」
を目指す環境部 -校内教育、ボランティア、高校生の地域貢献など総合的取組-

1. 環境ボランティア活動としての単位取得︓生徒590名（地域の自然を守る環境
ボランティア活動・年間35時間以上を卒業単位として認定）

2. 19箇所に森づくり（植林） 、外来種除去、ごみ拾い活動
3. 防潮堤の17％（17.5km）に森づくり（植林）
4. 学校における環境教育の推進役を生徒が担う
5. 城北ジュニア・エコ・クラブ（小中学生） ︓来校のべ4,500名
6. 「STOP地球温暖化会議2020」を市内2校の高校と合同開催、市長を招く
7. 全国で初めて、環境配慮の人材育成を目指す高校として、令和2年経産省「産

業技術環境局長賞」を受賞
8. 校種間の交流、地域のお年寄り、NPO等との協力、連携で25年間活動を継続

成果︓若い学生の力や存在は、地域のお年寄りの多いNPOメンバー
の大きな希望となってい。
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� 中学生と企業人が共に「地域イノベーター」となり、地域や企業のリソースを
活用して、地域の豊かな未来をつくっていこうという取り組み

⚫ 今年度、さいたま市では３つの公立中学校と５つの地元企業でこの取り
組みがスタートし、 2026年度までに市立中学校全校での導入を目指す

1. 導入の授業で「学校を使って新しいビジネスを考えよう」︓毎日何気なく過ごしている
学校という場が突然、「リソース」だらけの宝の山に見える

2. 企業や社会にはもっとリソース（ヒト・モノ・カネ・コト）があるとガイドすると、リソースを
もっと探したいという衝動がこどもたちのなかに自ずと湧き上がってくる

3. 生徒は「地域イノベーター」として、市内の企業のリソース（事業の特色や強み）と、
地域のリソース（魅力や可能性）をかけ合わせた「イノベーションプラン」を考え、企業
に提案する

4. 全15回の授業のなかで、企業の従業員たちも複数回学校を訪問し、対話や助言な
どを通じて生徒のプラン作りに伴走

5. 企業人は、生徒から問われて初めて考えること、気づくことがある。「大人が中学生に
教えるのではなく、中学生から私たち大人が学ぶプログラム」

さいたま市教育委員会の新事業

地域探求プログラム「さいたまエンジン」
-中学生と企業の連携事例、地域創生-

実践事例
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実践事例

1. 外部講師が教員をサポートして、サステナビルティをテーマとした授
業を行った

2. 生徒が地域に出て行き、聞き取り調査、地域の課題把握、解決
策の検討などのプロジェクトベースの授業を実施した

3. 熱心な教員の声かけで実施したので、今後継続していくためにも
仕組み化することが課題

都立高校（2つの学年合同）総合学習の授業
-外部講師によるサポートと地域学習-
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実践事例

1. 廃棄イチゴを使った「イチゴ生パスタ」の商品開発
2. 開発商品の販売や広報活動の実施
3. 生産者、加工者、小売店、飲食店、行政が連携した活動と、持続可能な生産

と消費の仕組みを創造

水戸農業高校農業研究部
「畑で生まれる"隠れ食品ロス”」である廃棄野菜を減らす活動
-部活での地域貢献、商品開発と販売支援-

1. 企業からの食品廃棄物の回収
2. 食品廃棄物を利用した安価なエコフィード（飼料）の開発、普及
3. 学校店舗での育てた豚肉の販売
4. 廃棄物であった豚脂を利用した石鹸の製造
5. 企業と農家との連携（廃棄物処理費、飼料費の削減、廃棄物の付加価値化）

熊本県立熊本農業高等学校 養豚研究班
「食品残渣を活用したエコな飼料等、商品開発」
-授業の一環、サーキュラーエコノミー、企業・農家との連携-



群馬県立尾瀬高等学校 尾瀬高校理科部
片品村「牛の平」の環境保全活動
-授業（教育）の一環、高校生のスキルを地域に活かす、地域・行政・学校と学校の連携-
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実践事例

1. 高性能ドローンを活用した空撮活動︓耕作放棄地の整備事業のモニタリング
2. 水生昆虫調査と保全活動︓県、村、事業者、土地所有者、地域の方など

関係者との共同で実施
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高校
幼小中学校

高等教育機関

商店・企業

NPO/NGO

公民館
図書館

生涯学習センター

美術館・博物館
資料館

自治体

全 体

地域の人々

様々なリソース

役割、機能を総体として捉える

核となる人材/コーディネーター

【重要な視点】
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� 核となる人材/ 団体を探す︓学校、地域それぞれで異なるの
で一元的に決めない

核となる人材/コーディネーター

➢学校関係者/ 教育委員会が外部を巻き込んでいくというケー
スが多い
◆理由︓外部の人が学校に入っていくこと、売り込むことは難し
い、外部の人が学校の事情・仕組みを知らないと関わりづらい

➢退職教員など、元学校関係者は、学校からの信用を得やすい
人材の活用

➢ボランティアでは継続性の担保が難しいため、報酬が必要
➢登録制度をつくっても、システムをうまく運用する人材をどう担保

するのかが課題
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高校教育における教員の重要性

⚫ 教員が地域貢献、社会活動等を実践する意義を感じ、自発的に
取り組む事が大切

⚫ 教員の資質として、地域貢献、社会活動等の経験が当然になる事
が理想

⚫ 科目毎の教員間の勉強会は実践されることが多いが、地域貢献、
社会活動等の勉強会は稀

⚫ 「正解のない問い」を作れるような力が必要

➢教員の養成・教職課程、教育委員会の現役教員の研修に地域貢
献、社会活動等を取り入れる（既存のものにプラスすると負担になる、
今までのプログラムを組み直す）

➢教員の評価制度の整備︓地域貢献、社会貢献活動、自由な活動
を実践することが評価される事が重要（優秀な人材が都立高校にと
どまる仕組みづくりに繋がる）



松山委員からの報告

「都立学校（高校）と連携・協働した青少年の育成
－都立学校施設等の効果的活用の在り方ー」
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「都立学校（高校）と連携・協働した青少年の育成―都
立学校施設等の効果的活用の在り方」 

第12回生涯学習審議会委員 

松山 亜紀 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本日の流れ 
● 自己紹介 

● 企業が社会貢献を行う意味、狙いについて 

● 企業の教育連携 

● Salesforceの社会貢献事例（教育・コミュニティ支援） 

● 学校開放における企業の関わり方について（私見） 

32



本日の流れ 
● 自己紹介 

● 企業が社会貢献を行う意味、狙いについて 

● 企業の教育連携 

● Salesforceの社会貢献事例（教育・コミュニティ支援） 

● 学校開放における企業の関わり方について（私見） 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自己紹介 
株式会社セールスフォース・ジャパン　社会貢献部門　ディレクター 

● 外資系コンサルティング会社に新卒で入社　コンサルタントを経て社内の人材育成部門へ  
● IBMビジネスコンサルティングサービス株式会社、日本IBM株式会社人材育成部門を経て、  
● 2011年5月より日本IBM株式会社　社会貢献部門　NPO連携、キャリア教育など担当  
● 2019年7月より現職。社員ボランティア、NPO助成金、製品ライセンス寄贈プログラム  

その他 

● 東京都生涯学習審議会委員(2019.9-)、  
● 江東区男女共同参画審議会委員(2020.6-)  
● 日本宇宙少年団未来MM分団　事務局、リーダー (2012.3-)  
● 認定NPO法人フローレンス理事（2008.2 - 2019.6)  
● NPO法人Arrow Arrow理事 (2014.3-)  
● 東京都立戸山高校PTA副会長 (2022.4-)  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本日の流れ 
● 自己紹介 

● 企業が社会貢献を行う意味、狙いについて 

● 企業の教育連携 

● Salesforceの社会貢献事例事例（教育・コミュニティ支援） 

● 学校開放における企業の関わり方について（私見） 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経団連による社会貢献活動に関する調査 での主な結果 

経団連：社会貢献活動に関するアンケート調査 (2020年9月） 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経団連による社会貢献活動に関する調査 での主な結果 

　まとめ 

● 社会貢献活動は経営戦略の一部 として捉えられている  

● 社員の参画が重要視 されている  

● 拠点ごとの地域に紐づいた活動 が推進されている 

● 最近の傾向として「持続可能な開発目標(SDGs)の浸透」「株主・投資家の期待の変化」  

● 推進上の課題として、「活動に参加・協力する社員の広がり」 を挙げる企業が多い  

● NPO/NGOなどの社外組織と連携した活動 を行っている企業が多い  

● 社員の社会貢献活動の支援理由として、 「地域との良好な繋がり」「社員の課題発見力、社会的課

題に対する感度の向上」  

経団連：社会貢献活動に関するアンケート調査 (2020年9月） 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本日の流れ 
● 自己紹介 

● 企業が社会貢献を行う意味、狙いについて 

● 企業の教育連携 

● Salesforceの社会貢献事例（教育・コミュニティ支援） 

● 学校開放における企業の関わり方について（私見） 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文科省：土曜学校応援団
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都立高校生の社会的・職業的自立支
援教育プログラム事業

プログラム例
● 社会人と出会う、話す
● 働くための基礎知識を知る
● 大学・進学先について知る
● チームで課題を解決する
● コミュニケーション力を向上させる
● 学校外での体験活動を行う

とうきょうの地域教育　No.125　平成28年（2016年）10月31日
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セールスフォース（米国法人）

「今、入りたい会社（米国）」に選出
リンクトイン

1999年3月創業年

約7万7,000人（2022年6月現在）

アメリカ合衆国 カリフォルニア州 サンフランシスコ

従業員数

本社所在地

アワード
受賞歴

264 .9億ドル

「働きがいのある企業」トップ 100に選出
FORTUNE誌、2020

「世界で最も働きがいのある会社」ランキング 1位
FORTUNE誌

グラスドア

「従業員が選ぶ最も働きたい企業」に選出

「従業員が評価する良い会社」ベスト 50に選出
インディード

「思いやりのある会社 50」ランキング1位
ピープル誌　他

（世界）

売上高
（FY22、世界）

（英語表記：Salesforce, Inc.）会社概要

共同CEO 
ブレットテイラー
(Bret Taylor)

会長 兼 共同CEO 
マーク・ベニオフ 
(M arc Ben io )ff
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（英語表記：Salesforce Japan Co., Ltd .）

2000年4月

4億円

クラウドアプリケーション及び
クラウドプラットフォームの提供

東京、名古屋、大阪、

白浜(総務省サテライト実証事業 )、他

設立

資本金

事業内容

オフィス
所在地

アワード
受賞歴

約3,590人 (2022年1月末時点）従業員数

株式会社セールスフォース・ジャパン

会社概要

「働きがいのある企業ランキング 2021」4位
OpenW ork、2022

「働きがいのある会社」大規模部門  ランキング1位 
GPTW ジャパン、 2022

PRIDE指標2021 ゴールド取得 w ork w ith  Prid e、2021

D&I  Aw ard  2021「Best W orkp lace」 認定 
Job Rain b ow 、2021

TOP COM PAN IES 14位 Linked In  、2022

「働きがいのある会社」若手ランキング 2位 
GPTW ジャパン、 2022
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M arc Ben ioff

ビジネスは社会を変えるための 
最良のプラットフォームである

Business is the greatest p latform  for change.
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セールスフォースの社会貢献：1-1-1モデル

を超える助成金

約150万ドル
を超える地域貢献活動

約25万時間 1 ,400以上

就業時間の1% 株式の1% 製品の1%

社員の78% が多様な

ボランティア活動に参加

子供の未来を担う教育分野

非営利団体への助成

の団体へ無償提供

新規非営利団体へ

月10件程度提供
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CITIZEN PHILANTHROPY
私たち一人ひとりに、個人の時間や能力、　リ
ソースの活用を通じて世界をよりよく　　するため
の力があることを中心に捉えた、パーソナライズ
された社会貢献アプローチ 

Salesfo rceのボランティア活動：Citizen  Ph ilan th ropy

● 年間７日間のボランティア活動時間
● $5,000ドルのマッチング寄付の権利
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すべての子どもたちが質の高い教育を受けることができる

地域コミュニティとの連携を通じた、
より公正で公平な社会への機会の創出

教育(Education )

すべての若者が有意義なキャリアの機会を得られる

労働力開発 (W orkfo rce Developm ent)

新型コロナウイルス感染拡大により格差や社会課題

が深刻化する中、平等な社会の実現を目指す

新型コロナウィルスへの取り組み
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教育 (Education )

公平な未来は、質の高い教育を平等に受けることから始まります。私たちは、教育関連の非営利団体と連携して、すべての子
どもたちが自分の可能性を実現するために必要なリソースと経験を提供することを目指しています。

● 学業的な成功の支援

● 教育者の支援

● 高等教育とキャリアの準備の支援

特に力を入れている取り組み

日本の助成先

● みんなのコード

○ 全国の高校生のITリテラシー格差解消のための高校で

の情報教育に向けた教員向け研修

● 放課後NPOアフタースクール

○ 子供たち向けのSTEAM 教育支援プラットフォーム　開

発・運営、教育コンテンツのオンライン化推進
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労働力開発（W orkfo rce Developm ent)

可能性や知性、意欲に満ち溢れているにもかかわらず、経済的に困窮している、あるいは十分なサービスを受けていないコミュニティ
の人々の多くが、キャリアの機会を見逃しています。私たちはパートナーと協力して、可能性溢れる若者たちが、社会や地域コミュニ
ティとの結びつきを構築し、有意義なキャリアをもって成功できるように取り組んでいます。

● キャリア教育

● 就職に向けた多様な支援

● 教育とキャリアの橋渡し支援

特に力を入れている取り組み

日本の助成先
● 企業教育研究会

○ Tokyo P-TECH: 官民連携IT人材育成プログラム（メンタリング）

○ DXを題材とした授業の開発
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活動事例(1) 官民連携IT人材育成：Tokyo P-TECH 

１年生 ２年生 ３年生 ５年生

高等学校（東京都立町田工業高校）　
2年制カレッジ

（日本工学院八王子専門学校）　

5年間の統合カリキュラム

社会人基礎力育成

IT業界
での
活躍

４年生

キャリアセッション

企業パートナーによる継続支援

• 教育行政・学校・企業がパートナーシップを結び、協働してIT人材育成に取り組む、高等学校と2年制カレッジ
（専門学校など）を統合した5年の教育モデル

• 令和3年度より、東京都教育委員会主導で、都立町田工業高等学校及び日本工学院八王子専門学校（学校法
人片柳学園）において、シスコシステムズ合同会社、株式会社セールスフォース・ドットコム及び日本アイ・ビー・
エム株式会社と連携して、IT人材の育成を目指す「Tokyo P-TECH事業」が開始

テクノロジーワークショップ社員による講話バーチャル会社訪問
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本取組で育成する人材像、スキルセット等

「情報化・グローバル化が進む時代において、様々な変化を自ら楽しみながら主体的に学び、新たな社会を共創するIT人材」

【人材像の考え方】
○「様々な変化」とは、社会の変容、 IT技術の進歩、自分自身の成長 などを指す。
○「楽しみながら主体的に学び」とは、単に面白いということではなく、困難な課題や新たな課題に対して、好奇心や興味・関心を

もって自分で考え、 自らキャリアデザインを描き、それに向かって自分から学び続ける という意味を含む。  
○人材像は、中学生やその保護者に対してのメッセージでもあり、社会に対するメッセージでもある。どんな環境にある子供でも、

ITを学べる学校で 多くの失敗や成功の体験をしながら安心して勉強できる というメッセージでもある。  

本取組で育成する人材像

育成すべき能力

令和２年３月　工業高校、専門学校、企業等の連携におけるＩＴ人材の育成に向けた検討委員会報告書より
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目的
● すべての子どもたちにテクノロジーを通した自己実現がで

きる環境を提供することを目的とした「コンピュータークラブ
ハウス加賀」において、子供たちのキャリア観やITに関す
る興味を醸成、活動を応援する

協働先
● 特定非営利活動法人みんなのコード

活動内容
● オンライン職業紹介、インタビュー
● お悩みメンタリング（2回）
● IT体験（ウェブサイト制作）ワークショップ
● 地域の課題をどう解決するかを考えるプロジェクト型メンタ

リング（全6回）

活動事例(2) キャリア教育 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目的
● 経済的な困窮など環境要因によるチャレンジを抱える若者

の就労支援
● 未来に備える若者のキャリアを支援する

協働先
● 特定非営利活動法人サンカクシャ（居場所支援）

活動内容
● オンライン相談会（4回）
● 今後に向けた目標・アクションプラン作成

● 社員への活動紹介、メンター説明会

活動事例(3) 若者の就労・キャリア支援 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目標
● 新型コロナウイルスの影響で外出がしにくい中で、社会との繋がり

を感じていただく
● デジタル化が進む時代の中で、IT 企業としてできることに取り組む

と同時に、アナログのあたたかさを大切にしながら、受益者の方に
喜んでいただけるよう活動する

協働先
● ちよだボランティアセンター

活動内容
● げんきラブレター
● IT支援（Zoom体験教室）
● オンライントラベル

活動事例(4) 高齢者支援 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目的
● 外国にルーツを持つ高校生・大学生との交流を通して、様々

な体験や大人との接点を持っていただき、キャリアについて
考えていただく一助とする

協働先
認定NPO法人 多文化共生センター東京

活動内容
● スポーツ大会
● ITキャリアセミナー＋プログラミング体験

活動事例(5) 外国にルーツを持つ子供たちの支援 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対象者
● 主にその高校の在校生

内容
● オンライン職業紹介やインタビュー
● メンタリング
● ワークショップ、プロジェクト型学習の伴走支援など

課題
● 「都立高校生の社会的・職業的自立プログラム」との住み分け
● 地域（学校）ニーズと企業が提供可能なリソースのマッチング

パターンIII： 
企業と連携したキャリア教育やプロジェクト型学習 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対象者
● 地域住民、保護者、教職員など

内容
● テクノロジーの進化・活用やグローバル化など、現在の社会、企業の置かれた環境、こ

れからの社会に必要な力、などについて、理解するためのプログラム
○ 講演
○ ワークショップ
○ ICTサポーター　など

課題
● 継続的な仕組みにするため、個人としての登録に加えて、企業・組織としての連携や

窓口の設置など

パターンV： 
企業人材による都民の学び支援 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